
本

会

議

常

任

委

員

会

一

般

質

問

視

察

受

入

本

会

議

常

任

委

員

会

一

般

質

問

視

察

受

入
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そ
の
他
の
議
案
等

が
、
約
７
１
０
万
円
を
標
準

と
み
て
い
る
。

問　

毎
年
、
限
度
額
が
引
き

上
げ
ら
れ
て
い
る
。
こ
の
状

況
を
ど
う
考
え
て
い
る
の
か
。

答　

高
所
得
者
へ
の
配
慮
も

必
要
だ
と
思
っ
て
い
る
。
県

へ
移
行
し
た
新
制
度
は
始
ま

っ
た
ば
か
り
。
県
は
保
険
料

の
統
一
を
中
長
期
的
に
行
う

と
し
て
い
る
。
今
後
、
標
準

保
険
料
率
も
ど
う
動
く
か
分

か
ら
な
い
の
で
、
慎
重
に
考

え
た
い
。

問　

応
益
分
（
均
等
割
・
平

等
割
）
と
応
能
分
（
所
得
割
）

の
比
率
は
。

答　

応
益
と
応
能
の
比
率
は

「
１
対
１
・
１
」
と
な
る
。

問　

比
率
に
つ
い
て
は
、
国

保
税
の
負
担
の
在
り
方
を
検

討
し
て
ほ
し
い
。

答　

市
と
し
て
は
、
被
保
険

者
の
急
激
な
負
担
変
更
と
な

ら
な
い
よ
う
、
議
論
し
検
討

し
て
い
き
た
い
。

筑
後
市
国
民
健
康
保
険
税
条

例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

制
定
に
つ
い
て

　

地
方
税
法
施
行
令
の
改
正

に
伴
い
、
基
礎
課
税
限
度
額

（
医
療
分
）
54
万
円
を
58
万

円
に
引
き
上
げ
、
ト
ー
タ
ル

の
国
民
健
康
保
険
税
賦
課
限

度
額
を
89
万
円
か
ら
93
万
円

と
す
る
も
の
。
そ
の
一
方
で
、

軽
減
措
置
の
拡
大
と
し
て
、

５
割
軽
減
、
２
割
軽
減
の
対

象
と
な
る
世
帯
の
軽
減
判
定

所
得
の
引
き
上
げ
を
行
う
。

ま
た
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
の
情

報
連
携
が
開
始
さ
れ
た
こ
と

に
よ
り
、
国
民
健
康
保
険
税

の
申
告
に
お
い
て
、
各
種
証

明
書
類
の
提
示
を
省
略
す
る

こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る

も
の
。

問　

例
え
ば
７
人
家
族
全
員

が
国
保
加
入
の
場
合
、
ど
れ

く
ら
い
の
所
得
で
最
高
限
度

額
に
な
る
の
か
。

答　

家
族
構
成
と
家
族
の
所

得
に
関
す
る
割
合
で
変
わ
る

　６月定例会では、提案された１７議案（人事案件１件、意見書２件、議長発議１件含む）
を原案どおり可決しました。
　国民健康保険税条例の改正では、軽減措置の拡大を図りながらも、賦課限度額がこれまで
の８９万円から９３万円へ引き上げられました。また、筑後市税条例の改正では、市内の中
小企業者を支援するため、取得した機械装置等の固定資産税が軽減されます。
　一般会計補正予算では、５億２３６万円を増額、歳入歳出予算総額は１９２億４２３６万
円となりました。
　市役所本庁舎については、耐震補強工事や空調設備の改修工事が始まります。

（
賛
成
17
　
原
案
可
決
）

平成30年

6月定例会
6月8日〜22日

主
な
議
案
と
質
疑

筑
後
市
放
課
後
児
童
健
全
育

成
事
業
の
設
備
及
び
運
営
に

関
す
る
基
準
を
定
め
る
条
例

の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
制

定
に
つ
い
て

　

放
課
後
児
童
支
援
員
の
資

格
要
件
を
緩
和
す
る
も
の
。

中
卒
者
で
５
年
以
上
放
課
後

児
童
ク
ラ
ブ
で
の
実
務
経
験

が
あ
る
人
や
、
か
つ
て
教
員

免
許
を
取
得
し
た
人
で
免
許

を
更
新
せ
ず
に
失
効
し
て
い

る
人
も
対
象
に
な
る
。

問　

改
正
の
背
景
に
は
、
支

援
員
の
人
手
不
足
が
あ
る
と

思
う
が
、
そ
の
対
策
は
。

答　

具
体
策
は
、
ま
だ
決
ま

っ
て
い
な
い
。
今
後
、
考
え

て
い
く
。

平
成
30
年
度
筑
後
市
一
般
会

計
補
正
予
算
（
第
２
号
）

　

平
成
30
年
度
の
予
算
総
額

を
５
億
２
３
６
万
円
増
額
し
、

１
９
２
億
４
２
３
６
万
円
と

す
る
も
の
。
主
な
も
の
は
、

総
務
費
の
庁
舎
管
理
に
要
す

る
経
費
６
７
４
０
万
円
、
民

生
費
の
児
童
福
祉
施
設
等
助

成
金
４
億
３
２
０
１
万
円
お

よ
び
生
活
保
護
事
務
に
要
す

る
経
費
２
２
７
万
円
の
ほ
か
、

教
育
費
の
水
田
コ
ミ
ュ
ニ
テ

ィ
セ
ン
タ
ー
管
理
運
営
に
要

す
る
経
費
１
２
４
万
円
等
が

増
額
さ
れ
た
。

問　

新
庁
舎
建
設
は
当
面
断

念
し
、
空
調
工
事
を
す
る
と

い
う
こ
と
だ
が
、
工
事
費
は

か
な
り
安
く
な
る
は
ず
。
工

事
等
の
設
計
や
入
札
方
法
は
。

答　

昨
年
か
ら
設
計
委
託
し

て
い
る
も
の
を
仕
様
と
し
、

条
件
付
一
般
競
争
入
札
を
実

施
す
る
予
定
。

筑
後
市
税
条
例
の
一
部
を
改

正
す
る
条
例
制
定
に
つ
い
て

　

地
方
税
法
の
改
正
に
伴
い
、

生
産
性
向
上
特
別
措
置
法
の

施
行
に
よ
り
、
今
後
３
年
間

を
集
中
投
資
期
間
と
し
て
、

市
の
認
定
を
受
け
た
中
小
企

業
者
の
設
備
投
資
（
機
械
装

置
等
）
に
対
し
て
固
定
資
産

 　国保税限度額引上げ 
最高限度額８９万円から９３万円へ

議案等に対する賛否状況 　※賛否が分かれた議案のみ掲載しています。

議案名
結
　
　
果

大
藪
健
介

石
橋
　
章

永
松
孝
信

坂
井
久
子

松
竹
卓
生

辻
　 
義
満

村
上
博
昭

近
藤
佳
治

冨
安
伸
志

北
島
一
雄

貝
田
晴
義

山
下
秀
則

矢
加
部
茂
晴

中
富
正
徳

坂
本
好
教

田
中
親
彦

貝
田
義
博

弥
吉
治
一
郎

原
口
英
喜

国民健康保険税条例改正 可
決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ‐

平成３０年度一般会計補
正予算（第２号）

可
決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ‐

財産の取得（はしご付消
防自動車一式）

可
決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ‐

市税条例改正 可
決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ‐

※原口英喜議長は採決には加わりません。　○賛成　●反対

（
全
員
賛
成
　
原
案
可
決
）

（
賛
成
17
　
原
案
可
決
）

（
賛
成
17
　
原
案
可
決
）

（
全
員
賛
成
　
原
案
可
決
）

（
全
員
賛
成
　
原
案
可
決
）

税
額
を
軽
減
す
る
も
の
。

問　

な
ぜ
、
特
例
の
税
率
を

ゼ
ロ
と
す
る
の
か
。

答　

市
内
の
中
小
企
業
者
の

労
働
生
産
性
の
向
上
を
一
層

支
援
す
る
た
め
ゼ
ロ
と
し
た
。

ゼ
ロ
と
し
た
市
町
村
の
中
小

企
業
者
は
、
各
種
補
助
金
が

優
先
採
択
さ
れ
た
り
、
補
助

率
が
引
き
上
げ
ら
れ
た
り
す

る
。

教
育
予
算
の
確
保
と
拡
充
を

求
め
る
意
見
書

地
方
財
政
の
充
実
・
強
化
を

求
め
る
意
見
書

　

意
見
書
は
、
関
係
大
臣
等

へ
送
付
。

固
定
資
産
評
価
員　

　

三
池　

睦
美
（
長
浜
）

　

（
敬
称
略
）

意
見
書
案
２
件

人
事
案
件
１
件


